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第１ 背景となる国内外の情勢 

 １ 法人の実質的支配者を把握することは，国際的要請であり，マネー・ロー

ンダリング／テロ資金供与防止の観点から，各国において取組が進められ

ている。そのような取組が十分に行われていない国においては，その国の

企業，特に金融機関が海外取引を行うに当たって取引の相手方である金融

機関からリスクが高いとの評価を受け取引コストが増大する事態を招き得

る。そのため，その取組状況については，各国の金融機関も高い関心を有

している。 

 ２ 法人の実質的支配者の把握を含め，マネー・ローンダリング／テロ資金供

与対策に関する国際的な取組の推進について，大きな役割を担っているの

が FATF（金融活動作業部会）である。FATF は，1989 年に G7 アルシュ・サ

ミット経済宣言を受け設立が合意された政府間枠組みであり，マネー・ロ

ーンダリング／テロ資金等の脅威撲滅のため，国際基準の策定，加盟国に

対して効果的な遵守や体制の構築の促し等を行っている。 

   FATF は，加盟国が遵守すべき包括的かつ一貫性のある枠組みを示す「勧

告」を行っており，各国によるその遵守状況については，法令，執行手段，

権限ある当局の権限及び手続といった技術的観点から評価されることとな

る。さらに，FATF は，各国のマネー・ローンダリング／テロ資金等対策の

有効性に関する指標である「直接的効果」(Immediate Outcome, IO) も作

成しており，各国はこの観点からも評価されることとなる。 

   法人の実質的支配者の把握に関する主な勧告及び直接的効果としては，

勧告 10，勧告 24，直接的効果５が挙げられ，その内容は次のとおりである。 

① 勧告 10 

この勧告は，金融機関が，一定の場合に，顧客管理措置をとることを

求めるものであり，顧客管理として次の事項を含む措置を求めるもの

である。 

     「受益者の身元を確認し，金融機関が当該受益者が誰であるかについ

て確認できるように，受益者の身元を照合するための合理的な措置を

とる。この中には，金融機関が法人及び法的取極めについて当該顧客

の所有権及び管理構造を把握することも含まれるべきである。」 

なお，この義務は，勧告 22 により，一定の条件の下で，指定非金融

業者及び職業専門家にも適用されることとなっている。 

   ② 勧告 24 

この勧告は，法人の透明性及び真の受益者に関して，次の事項を含

む措置を求めるものである。 

「各国は，資金洗浄又はテロ資金供与のための法人の悪用を防止する
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ための措置を講じるべきである。各国は，権限ある当局が，適時に，法

人の受益所有及び支配について，十分で，正確なかつ時宜を得た情報

を入手することができ，又はそのような情報にアクセスできることを

確保すべきである。」 

また，FATF は，技術的観点のみならず，有効性の観点からも評価を行う

こととしており，実質的支配者の把握の関係では次の指標を設定している。 

③ 直接的効果５（IO5） 

  直接的効果５は次のとおり定められている。 

 「資金洗浄及びテロ資金供与を目的とした法人及び法的取極めの濫用が

予防されており，また，実質的支配者に関する情報が権限ある当局に

支障なく入手可能となっている。」 

３ FATF は，各国による勧告 24 を遵守するための取組を促進するため，2019

年 10 月，推奨すべき取組の紹介等を内容とする「法人の実質的支配者に関

するベストプラクティス（Best Practices on Beneficial Ownership for 

Legal Persons）」（以下「FATF ベストプラクティス」という。）を公表し

た。 

  FATF ベストプラクティスでは，複数の情報源（登録機関を情報源とする

手法（the Registry Approach），会社を情報源とする手法（the Company 

Approach），既存の情報源を活用する手法（the Existing Information 

Approach））を組み合わせることが，法人が犯罪目的で悪用されることを

防止し，法人の実質的支配に関する透明性を十分に確保するための方策を

実施するために効果的であるとして，推奨されている。 

  登録機関を情報源とする手法（the Registry Approach）とは，法人の登

録機関において，法人の実質的支配者に関する最新の情報を取得し保持す

るものである。 

  会社を情報源とする手法（the Company Approach）とは，会社に，株主

又は構成員のリストを保持し，更新することにより，当該会社の実質的支

配者に関する最新の情報を取得し保持することを求めるものである。 

  既存の情報源を活用する手法（the Existing Information Approach）と

は，法人の実質的支配者を特定するために当該法人の実質的支配に関して

収集された既存の情報を活用するものである。 

４ 我が国においては，法人の実質的支配者を把握するためには，公証人が

定款認証を行う際に嘱託人に対し設立される株式会社等の実質的支配者と

なるべき者の申告を求める取組を行っており，この取組は FATF ベストプラ

クティスに取り上げられるなど国際的にも評価を受けている。また，犯罪

による収益の移転防止に関する法律（平成 19 年法律第 22 号。以下「犯罪
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収益移転防止法」という。）の下で，金融機関を始めとする特定事業者（犯

罪収益移転防止法第２条第２項に規定する特定事業者をいう。以下同じ。）

が顧客の実質的支配者を確認する取組を行っている。 

その上で，法人の設立後の継続的な実質的支配者の把握については更な

る取組を行う必要があり，この点に関しては，権限ある当局が更新された

法人の実質的支配者情報にアクセスできるようにすることは，国際的要請

であり（勧告 24 参照），また，一般社団法人全国銀行協会が加盟行に対し

て行ったアンケートにおいても，法人の設立後の継続的な実質的支配者の

把握，実質的支配者情報の登記事項への追加，金融機関による登録されて

いる実質的支配者情報への直接のアクセス等を実現するための取組を行う

ことを求める意見が多かった。 

５ 法人の実質的支配者の把握に関する国際的動向をみると，欧州では，2015

年の EU 指令（2015/849）により，加盟国には，①加盟国内で設立された会

社等の法人に，自己の実質的支配者について，正確，最新かつ十分な情報

を取得し保持することを義務付けること及び②実質的支配者情報へのアク

セスを容易にするために，これらの法人の実質的支配者に関する情報を集

める一元的な登録機関を設立することなどが求められている。 

  さらに，2018 年の EU 指令(2018/843)により，加盟国には，実質的支配者

情報へのアクセス権者を拡大することや，実質的支配者の確認義務者に自

己の情報と登録情報との齟齬を発見した場合の登録機関への報告義務を課

すことなどが求められている。 

  イギリス(EU 加盟当時），ドイツ，フランス等の EU 加盟国等では，これら

の EU 指令に沿った取組が行われており，既に FATF の第４次相互審査(審

査結果は 2018 年 12 月公表)を受けているイギリスは，勧告 24 及び IO５に

ついて，高い評価を受けている。イギリスは，2007 年の第３次相互審査に

おいては，現在の勧告 24 に相当する当時の勧告 33 に関して PC の評価を

受けていた（当時 IO の指標はなかった。）が，2018 年の第４次相互審査で

は，勧告 24 に関して LC の評価を，直接的効果５に関して Substantial の

評価を受けている（※）。なお，日本は，2008 年の第３次相互審査におい

て，当時の勧告 33 について NC の評価を受けている。 

※ 勧告の評価は，上から，C(Compliant), LC(Largely Compliant), PC(Partially 

Compliant), NC(Non-Compliant)の４段階。 

勧告 24 に関しては，C の評価を受けた国は未だ存在せず，実際に与えられた

評価の中では LC が最も高い評価となっている。 

      直接的効果の評価は，上から，High, Substantial, Moderate, Low の４段階。 

  これに対し，アメリカでは，連邦，州いずれのレベルにおいても実質的
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支配者情報の登録制度は存在しないようである。 

  欧州各国及びアメリカの制度の概要は次のとおりである。 

 

 

※「BO」は，実質的支配者の略。 

 「R24」は，勧告 24 の略。 

 「IO５」は，直接的効果５の略。 

６ 以上の情勢に照らし，設立後の法人の実質的支配者の継続的な把握に関す

る取組を行うため，商業登記所における法人の実質的支配者情報の把握促進

について検討を行うことは有益であると考えられたことから，法務省民事局

長によって本研究会が立ち上げられ，財務省及び金融庁からもオブザーバー

参加を得て会合が行われた。 

 

第２ 議論の前提及び検討課題 

 １ 議論の前提 

  (1) 顧客の実質的支配者の確認に関する犯罪収益移転防止法の枠組み 

    特定事業者は，顧客等との間で特定取引等を行うに際して，当該顧客等

が法人（国，地方公共団体，上場会社等を除く。）である場合には，当該

顧客等の代表者等から申告を受ける方法によりその事業経営を実質的に

支配することが可能となる関係にあるものとして主務省令で定めるもの

（以下「実質的支配者」という。）の本人特定事項（氏名，住居及び生年

月日）の確認を行わなければならないこととされている（犯罪収益移転防

止法第４条第１項第１号，第４号，第５項，犯罪による収益の移転防止に

関する法律施行規則（平成 20 年内閣府・総務省・法務省・財務省・厚生

労働省・農林水産省・経済産業省・国土交通省令第１号。以下「犯罪収益
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移転防止法施行規則」という。）第 11 条第１項）。 

    そして，当該取引がなりすましの疑いのある取引，偽りの疑いのある取

引，特定国等（イラン，北朝鮮）居住者等との取引，外国の重要な公的地

位を有する者（PEPs）との取引といったハイリスク取引である場合には，

特定事業者は，申告された実質的支配者と顧客との関係を株主名簿，有価

証券報告書等の書類によって確認しなければならないこととされている

（犯罪収益移転防止法第４条第２項，犯罪収益移転防止法施行規則第 14

条第３項）。 

    実質的支配者の意義については，次のとおりである（犯罪収益移転防止

法施行規則第 11 条）。なお，国，地方公共団体，上場会社等及びその子会

社は，実質的支配者該当性の判断においては，自然人とみなされる（同条

第４項）。 

ア 顧客が株式会社等の犯罪収益移転防止法施行規則第 11条第２項第１

号に規定する資本多数決法人（以下「資本多数決法人」という。）の場

合 

  次の①から④までのうちいずれかの者が実質的支配者となる。 

① 当該法人の議決権の総数の２分の１を超える議決権を直接又は間

接に有していると認められる自然人がある場合には，当該自然人（以

下「実質的支配者類型①」という。） 

② ①の者がいない場合において，当該法人の議決権の総数の４分の

１を超える議決権を直接又は間接に有していると認められる自然人

がある場合には，当該自然人（以下「実質的支配者類型②」という。） 

③ ①及び②の者がいない場合において，出資，融資，取引その他の関

係を通じて当該法人の事業活動に支配的な影響力を有すると認めら

れる自然人がある場合には，当該自然人（以下「実質的支配者類型③」

という。） 

④ ①から③までの者がいない場合には，当該法人を代表し，その業

務を執行する自然人（以下「実質的支配者類型④」という。） 

イ 顧客が資本多数決法人以外の法人の場合 

   次の①又は②の者が実質的支配者となる。 

    ① 次の(A)又は(B)の者が実質的支配者となる 

     (A) (a)又は(b)の者が実質的支配者となる。 

     (a) 当該法人の事業から生ずる収益又は当該事業に係る財産の総額

の２分の１を超える収益の配当又は財産の分配を受ける権利を

有していると認められる自然人がある場合には，当該自然人 

          (b) (a)の者がいない場合において，当該法人の事業から生ずる収益



6 

又は当該事業に係る財産の総額の４分の１を超える収益の配当

又は財産の分配を受ける権利を有していると認められる自然人

がある場合には，当該自然人 

         (B) 出資，融資，取引その他の関係を通じて当該法人の事業活動に支

配的な影響力を有すると認められる自然人がある場合には，当該自

然人 

    ② ①の者がいない場合には，当該法人を代表し，その業務を執行する

自然人 

(2) 金融庁マネロンガイドラインの枠組み 

金融庁が平成 31 年４月に作成した「マネー・ローンダリング及びテロ

資金供与対策に関するガイドライン」（以下「金融庁マネロンガイドライ

ン」という。）においては，金融機関による顧客管理における実質的支配

者の確認に関して，「顧客及びその実質的支配者の本人特定事項を含む本

人確認事項，取引目的等の調査に当たっては，信頼に足る証跡を求めてこ

れを行うこと」とされている。 

そして，この「信頼に足る証跡」に関して，何を，いかなる方法で確認・

勘案すべきかについては，最低水準を画一的に全ての顧客に当てはめる

のではなく，リスクが高い場合についてはより深く，証跡を求めて確認を

行うなど，リスクに応じた対応を図るべきであると考えられている（金融

庁マネロンガイドラインに関するパブリックコメントの結果である「コ

メントの概要及びコメントに対する金融庁の考え方」15 頁参照（※））。 

※ https://www.fsa.go.jp/news/30/20180206/gaiyou.pdf 

 (3) 銀行による顧客の実質的支配者の確認の実務 

    銀行による顧客の実質的支配者の確認は，次のとおり，犯罪収益移転防

止法の枠組みに沿って行われている。 

ア 犯罪収益移転防止法第４条第２項のハイリスク取引の場合 

ハイリスク取引の都度，実質的支配者の本人特定事項については

申告にもとづいて，実質的支配者と顧客との関係については，株主名

簿や有価証券報告書等の法令に定められた書類によって確認されて

いる。 

    イ 通常の特定取引の場合 

実質的支配者の本人特定事項及び実質的支配者と顧客との関係に

ついて，顧客の申告に基づき確認されている。 

なお，通常の特定取引の場合であっても，各銀行は，その運用の中で，

取引開始時や継続的顧客管理の中で，実質的支配者と顧客との関係や，実

質的支配者の本人特定事項について，リスクに応じて信頼に足る証跡と
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なる資料を確認することがある。 

  (4) 公証人の行う定款認証における実質的支配者となるべき者の申告 

    株式会社等の法人を設立する際に，公証人が行う定款認証において，起

業者（嘱託人）は，公証人に対し，当該株式会社等の実質的支配者となる

べき者及びその者の暴力団員等への該当性を申告するものとされている

（公証人法施行規則（昭和 24 年法務府令第９号）第 13 条第４項）。 

    公証人は，申告された実質的支配者について，定款その他の資料によっ

てその実質的支配者の該当性を判断するとともに，当該実質的支配者が

暴力団員等に該当していないかを確認し，また，申告された実質的支配者

の実在性等を本人確認の書面により確認している。 

    また，公証人は，定款認証後に，嘱託人の求めに応じて，嘱託人から受

けた申告の内容及びその内容を審査した結果嘱託拒否事由が認められな

いと判断して定款を認証した旨を証明する「申告受理及び認証証明書」を

発行している。 

  (5) 商業登記所 

 商業登記の事務については，当事者の営業所の所在地を管轄する（登記

事務委任されている場合を含む。）法務局若しくは地方法務局若しくはこ

れらの支局又はこれらの出張所が登記所としてつかさどっており（商業

登記法（昭和 38 年法律第 125 号）第１条の３），この登記所がいわゆる商

業登記所である。商業登記所は，令和２年６月１日時点で，全国に 84箇

所存在する。 

 設立後の法人の基礎的な情報は，商業登記所に登記されており，当該業

務を担う登記官は，商業・法人登記の分野において高度な専門性を有して

いる。 

 ２ 検討課題 

   本件研究会の課題は，商業登記所における法人の実質的支配者情報の把

握促進策として，法人の申出により，商業登記所が，当該法人が作成した

実質的支配者リスト（実質的支配者について，その要件である議決権の保

有に関する情報を記載した書面をいう。）について，所定の添付書面により

その内容を確認して写しを作成し，写しであることの認証を付す制度（以

下「本制度」という。）を創設することについて，その必要性及び制度の内

容について検討を行うものである。 

   検討課題に関する論点は次のとおりである。 

  (1) 本制度を創設する必要性 

   ア 国際的には，EU 加盟国等の制度のように，法人，実質的支配者，実

質的支配者情報の確認義務者などに一定の義務を課し，実質的支配者情
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報を登録機関に集め，その正確性を確保するものもある中で，法人が任

意に利用することを前提とした本制度は，利用を見込むことができるか。 

   イ 本制度は，どのような場面で利用されることが想定されるか。 

  (2) 本制度の対象 

ア 本制度を利用することができる法人について，資本多数決法人であ

る株式会社及び特例有限会社のみを対象とすることについてどのよう

に考えるか。 

イ 本制度の対象とする実質的支配者の類型について，商業登記所の業

務に馴染む種類の書面による審査が可能である実質的支配者類型①及

び実質的支配者類型②のみを対象とし，また，株主が外国会社である

場合を制度の対象としないことについてどのように考えるか。 

  (3) 実質的支配者リストの写しを発行する事務のフロー 

    本制度について，次の事務フローとすることについてどのように考え

るか。 

① 本制度を利用しようとする法人（以下「申出法人」という。）が実質

的支配者リストを作成し，所定の添付書面とともに商業登記所の登記

官に提出し，実質的支配者リストの保管及び写しの交付の申出をする。 

② 申出を受けた登記官は，添付書面及び商業登記所の保有する情報等

に基づき実質的支配者リストの内容を調査し，それらの内容が合致し

ていることを確認したときは，実質的支配者リストをスキャンして保

管するとともに，申出法人について，実質的支配者リストが保管され

ている旨を登記簿に付記し，その上で，当該法人に対し，実質的支配者

リストの写しに登記官が写しであることの認証を付したものを交付す

る。 

  (4) 申出された実質的支配者情報の正確性を確認する方法  

   ア 申出された実質的支配者について，実質的支配者の該当性を確認す

るために，どのような添付書面の提出を求めるべきか。 

    － 現在の銀行の顧客の実質的支配者確認の実務を参考に，株主名簿

の写し，確定申告書（法人税）別表二の明細書の写し，公証人の発

行する申告受理及び認証証明書等の提出を求める考え方（案①）や，

これまでの銀行実務とは異なる確認方法によることとし，第三者が

証明を付した株主名簿の写し等の提出を求める考え方（案②）があ

り得るが，いずれの考え方に拠るべきか。 

    － 実質的支配者が法人の議決権を間接に保有する場合において，上

位会社及び実質的支配者の協力が得られない場合の取扱いをどのよ

うにすべきか。 
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    － 申出された実質的支配者の本人確認の書面の提出を求めるべきか。 

   イ 虚偽の申出がされた場合の制裁としては，どのようなものが考えら

れるか。 

  (5) 実質的支配者リストの記載事項 

    実質的支配者リストには，いかなる事項を記載すべきか。 

  (6) 本制度を利用する法人の理解を促進する方法 

    本制度が法人の実質的支配者把握のための効果的な制度として機能す

るためには，本制度を利用する法人の間に本制度に関する理解が広まり，

十分に利用されることが必要であるところ，そのような理解を促進する

方法としてどのようなものが考えられるか。 

  (7) 想定される実質的支配者リストの写しの需要の大きさ 

    本制度は，どのような法人が，どのような場面，頻度で利用することが

想定されるか。 

  (8) 商業登記所で管理する実質的支配者情報へのアクセス 

    実質的支配者リストは，個人情報を含むものであり，申出法人のみが交

付を請求することができる制度とすることはいかがか。 

  (9) 根拠法令 

    本制度については，法務省令に規定を設けることとしてはいかがか。 

  (10) その他将来の課題 

    本制度は，まずは，来年度中を目途に実施することができる事項につい

て，迅速に導入することが考えられるが，その後の将来の課題としては更

にどのようなものが考えられるか。 

 

第３ 議論の取りまとめ 

 １ 本制度開始時の本制度の在り方 

  (1) 本制度を創設する必要性 

   ア 登録機関を情報源とする手法を整備する必要性 

     法人の実質的支配者の把握については，前述のとおり，国内外から要

請されている。我が国においては，特定事業者が個別に顧客の実質的

支配者の確認を行っている。また，公証人が定款認証を行う際に，設立

される株式会社等の実質的支配者となるべき者及びその暴力団員等へ

の該当性について確認を行っており，この取組については，FATF ベス

トプラクティスに取り上げられるなど国際的にも評価を得ている。 

他方で，前記第１の５掲記の EU 加盟国等の取組等の先進的な他国の

取組と比較すると，法人設立後の一元的かつ継続的な実質的支配者の

把握が課題として残されていることがうかがわれ，そのような課題へ
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の取組を行うことについては，銀行業界からも要請されている。 

     本制度は，上記課題について，商業登記所による取組を行うものであ

り，前記第１の３掲記の三つの手法のうち登録機関を情報源とする手

法（the Registry Approach）に該当し，法人の実質的支配者情報の把

握に関する確度と精度を高める取組として，我が国における他の手法

による取組と相まって，国際的にも，前向きな施策として受け止めら

れ得るものである。 

     本制度は，法人が自己の実質的支配者を証明するために適宜利用す

ることができるほか，銀行が顧客の実質的支配者を確認する際に，顧

客の申告内容の正確性を確認するための資料として，必要に応じて，

提出を求めるという形で利用することも可能となる。そこで，国内の

銀行業界からも，顧客の実質的支配者を確認する際の「信頼に足る証

跡」として実質的支配者リストの写しを利用することができるように

なることにより，実質的支配者の確認の信頼性が高まることが期待さ

れている。 

イ 商業登記所を登録機関とする必要性 

  商業登記所は，法人の基礎的な情報を登記する業務（商業・法人登記）

を担う機関であり，当該業務を担う登記官は，商業・法人登記の分野に

おいて高度な専門性を有しているため，商業登記所は，設立後の法人

の実質的支配者情報の継続的な把握を行う機関として適していると考

えられる。 

     商業登記所の登記官が実質的支配者リストの写しを発行する際に確

認する添付書面について，現在各銀行がそれぞれ行っている実質的支

配者の確認において各顧客ごとに個別に提出を求めている書面を参考

に定めることとした場合にも，専門性を有する商業登記所の登記官が

実質的支配者情報を確認するハブとなって統一的な添付書面をもって

判断を行うことにより，個々の金融機関が窓口でその都度確認を行っ

ている現状に比べ，運用の統一性及び一定レベルの判断水準が担保さ

れることにより信頼性が向上するとともに金融機関及び顧客の負担が

軽減し，社会全体のコストが低減するとともに，取引がより迅速に行

われる効果が期待される。 

   ウ 小括 

     本制度は，法人が任意に利用することを前提とする制度であり，EU 加

盟国等の制度のように関係当事者に義務を課すものではないが，後述

のとおり，我が国における実質的支配者把握の仕組み全体の中で適切

に位置付けられることにより，法人の実質的支配者の確認の信頼性を
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高めるものであり，本制度を導入することの意義は大きいと考えられ

る。 

  (2) 本制度の対象 

   ア 制度の対象となる法人の種類及び実質的支配者の類型 

     本制度は，商業登記所による新たな取組であり，また，一般的に商業

登記所は，その業務に馴染む種類の書面による審査により行うことが

できる業務を担う機関であると考えられてきたことに照らし，まずは，

資本多数決法人である株式会社及び特例有限会社のうち，その実質的

支配者が実質的支配者類型①及び実質的支配者類型②であるものを対

象とし，また，株主が外国会社である場合を対象としないこととして

開始するという進め方は，適切であると考えられる。 

     他方で，合同会社等の資本多数決法人以外の法人，株式会社及び特例

有限会社のうち実質的支配者が実質的支配者類型③又は実質的支配者

類型④のもの，株主が外国会社であるものについても，実質的支配者

の一元的かつ継続的な把握が課題であることは同様である。 

     そこで，本制度の対象外となった法人や実質的支配者の類型につい

ては，将来の課題として，本制度導入後の運用状況も踏まえて，その在

り方について検討を行うことが相当である。 

その際には，登記所の業務は，一般的に，その業務に馴染む種類の書

面による審査により行うものとされているところ，資本多数決法人以

外の法人の実質的支配者の確認については，貸借対照表や損益計算書

等の収益の配当や財産の分配の状況を明らかにする資料を確認する必

要があり，また，最初の段階の審査で，出資，融資，取引その他の関係

を通じて当該法人の事業活動に支配的な影響力を有する自然人の有無

を確認する必要があることなどから，より実体的な審査が必要になる

ものの，書面による審査は可能であることなども考慮して，登記所の

業務に適するか否か，また，仮に適さない場合にはどのような機関が

担うべきであるかなどを含め検討を行う必要がある。 

   イ 本制度の対象となる取引の類型 

     本制度は，犯罪収益移転防止法第４条第２項のハイリスク取引，通常

の特定取引のいずれの類型の取引についても利用することが可能であ

る。 

  (3) 実質的支配者リストの写しを発行する事務フロー 

    実質的支配者リストの写しの発行の事務フローに関し，第２の２(3)掲

記のとおり，申出法人が作成した書面について登記官がその正確性を添

付書面により確認するものとすることは，一般的な商業登記の事務フロ
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ーとも整合するものである。 

    また，登記官が申出のあった実質的支配者リストをスキャンして保管

することについても，商業登記所において，実質的支配者情報を保管する

ものであり，実質的支配者を継続的に把握する観点から効果的な取組で

あると考えられる。 

さらに，登記官が，申出法人について，実質的支配者リストが保管され

ている旨を登記簿に付記することについても，後述のとおり，本制度の利

用を促進する効果があると考えられる。 

  (4) 申出された実質的支配者情報の正確性を確認する方法  

    申出の際に申出法人から提出される実質的支配者リストの正確性を登

記官が確認する方法については，現在の銀行の顧客の実質的支配者確認

の実務を参考に，株主名簿の写し，確定申告書（法人税）別表二の明細書

の写し，公証人の発行する申告受理及び認証証明書等の提出を求める考

え方（案①）を採用すべきである。 

    その上で，実質的支配者が法人の議決権を間接に保有する場合におけ

る実質的支配者と法人の関係や，実質的支配者の本人特定事項に関する

確認の在り方については，実務上のニーズにも照らしながら，引き続き検

討を行うべきである。 

    申出法人が虚偽の資料を用いるなどして申出を行った場合には，個別

の事案に応じて，関係法令に基づき制裁が科され得る。例えば，申出法人

が株主名簿に虚偽の記載をした場合には，会社法（平成 17 年法律第 86 号）

第 976 条第７号の規定により 100 万円以下の過料に処せられることにな

る。 

  (5) 実質的支配者リストの記載事項 

    実質的支配者リストは，犯罪収益移転防止法の枠組みの下で金融機関

等の特定事業者が顧客の実質的支配者について確認し，確認記録として

一定期間保存しなければならない事項を網羅している必要があり，次の

事項を記載することが相当である（別添実質的支配者リストサンプル参

照）。 

   － 申出法人の商号，本店所在地，会社法人等番号 

   － 実質的支配者情報を確認した時点 

   － 作成者 

   － 実質的支配者の該当事由 

   － 実質的支配者の本人特定事項として，氏名（及びふりがな），住居，

国籍等，生年月日，性別 

   － 実質的支配者が有する申出法人の議決権割合及び間接保有の有無 
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   － 実質的支配者が申出法人の議決権を間接保有する場合には，支配関

係図 

   － 実質的支配者該当性に関する添付書面の種類 

   － 実質的支配者の本人確認の書面の種類 

  (6) 本制度を利用する法人の理解を促進する方法 

    本制度については，法人が自己の実質的支配者を証明するために利用

することができるほか，銀行が顧客の実質的支配者を確認する際に，顧客

の申告内容の正確性を確認するための資料として，顧客に実質的支配者

リストの写しの提出を求めるという形で利用されることが想定されてい

るところ，そのような運用を行うためには，銀行の顧客による本制度の理

解を深めることが重要である。 

    この点に関しては，まず，前記第３の１(3)掲記のとおり，本制度を利

用した法人については，実質的支配者リストが保管されている旨が登記

簿に付記され，登記事項証明書にもその旨を記載することを想定してい

るため，申出法人は，金融機関以外の当事者と取引を行う際に，取引の相

手方から，求めがあれば実質的支配者リストの写しを提出することので

きる透明性の高い会社であると認識される。そのため，その信頼性が向上

するという事実上の利点を当該法人が享受し得るものであり，このこと

により，一定程度本制度の意義についての理解が広まると考えられる。 

    さらに，銀行の顧客の理解を促進するためには，本制度が，我が国にお

ける実質的支配者情報把握の仕組み全体の中で適切に位置付けられるこ

とが重要である。そこで，今後，金融庁マネロンガイドラインを含め，我

が国の仕組み全体の中で，本制度が適切に位置付けられるよう，銀行業界，

金融庁と連携して更に検討を進めていくことが必要である。 

    また，本制度の意義について理解を広めるために，関係機関が連携して

周知を行うことも必要であると考えられる。周知に当たっては，公的機関

を装ったフェイクメール等によって利用者に被害が生ずるというような

事態の発生を防止することにも留意すべきである。 

  (7) 実質的支配者リストの写しの利用が想定される場面 

    令和元年12月末時点の株式会社及び特例有限会社の数は約345万5000

社であるところ，本制度は，主に，これらの法人が，特定事業者と取引を

行う際に利用することが想定される。 

    いかなる場合に実質的支配者リストの写しの提出が求められるかにつ

いては，特定事業者の運用に委ねられることとなるが，顧客との取引開始

時や，継続的顧客管理を行う中で，公的機関による客観的かつ統一的な判

断が必要となる場合等に求められることになると考えられる。 
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  (8) 商業登記所で管理する実質的支配者情報へのアクセス 

    実質的支配者情報は，個人情報を含むプライバシー性の高い情報であ

ることから，本制度の導入に当たっては，申出法人のみが交付を請求する

ことができる制度とすることが考えられる。 

    その上で，将来的には，商業登記所の管理する実質的支配者情報へのア

クセス権者の拡大について，本制度の運用状況もみながら，更なる制度改

正を行うことを含め，検討を行うことが相当である。 

  (9) 根拠法令・施行時期 

    本制度については，まずは，法務省令により，令和３年度中を目途に，

速やかに制度導入を実施することが相当である。 

    その上で，将来的には，本制度開始後の運用状況もみながら，より根本

的な制度改正を行うことの要否についても検討を行うことが相当である。 

 ２ 本制度導入後の課題 

   本制度導入後の運用状況を踏まえつつ，次の事項について更に検討を行

うことが相当である。 

  ・ 資本多数決法人以外の法人に関する実質的支配者の把握の在り方 

  ・ 株式会社及び特例有限会社の実質的支配者類型③及び実質的支配者類

型④の実質的支配者の把握の在り方 

  ・ 株主が外国法人である場合の実質的支配者の把握の在り方 

  ・ 実質的支配者，実質的支配者が法人の議決権を間接に有している場合に

おける上位会社，実質的支配者の確認義務者等から，実質的支配者情報の

提供を受けることができる仕組みの在り方 

  ・ 商業登記所の管理する実質的支配者情報へのアクセス権者の範囲 

  ・ 商業登記所に保管される実質的支配者リストの保管の在り方 

  ・ 実質的支配者変更の適時の把握の在り方 

  ・ オンラインによる実質的支配者リストの保管及び写しの交付の手続の

実施 

  ・ 申出法人の申出内容に関する正確性の確認における，AI の導入等 IT 技

術の活用 

 

第４ おわりに 

 法人の実質的支配者を把握することは，国際的要請であり，各国は，知恵を絞

り，リスクの評価，ビジネスの効率性，プライバシーの要請など，それぞれが置

かれている異なる状況に適しており，かつ，より効果的な制度の実現に向けて取

り組んでいる。また，我が国においてそのような取組を行うことは，金融機関が

円滑に海外取引を行うための環境整備にも資するなど，我が国の企業による国
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際的な経済活動を支える制度的インフラを整備することにも資するものである。

本制度は，法人の実質的支配者を把握するための複数の手法のうち，我が国では

これまで十分に活用されてこなかった，登録機関を情報源とする手法（the 

Registry Approach）により，設立後の法人の実質的支配者の継続的把握という

残された課題について取組を行うものであり，その意義は大きい。 

今後，まずは，本制度を円滑かつ速やかに導入することが重要であり，その上

で，本制度の運用状況や国際的動向もみながら，更なる取組に向けた検討を行っ

ていくことが期待される。 

  


